
デロイト トーマツ グループ

ミレニアル年次調査2020
COVID-19がミレニアル世代・Z世代に及ぼした影響とは？
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歴史 2020年度で９回目の実施

本年の特徴
第一次調査（2019年末）に加え、COVID-19感染拡大の
影響を調査するために追加調査（2020年5月）を実施

参加地域 世界43か国（追加調査は13か国）が参加

参加人数 延べ27,500名（うち国内参加者は1,600名）が調査に参加

2

本年のミレニアル調査について

今回で9回目となる「ミレニアル年次調査」は、合計参加者、国内参加
者ともに過去最大の規模となった
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1. 調査概要
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調査範囲

本年度は、 2019年末から実施した第一次調査に加え、COVID-19の
感染拡大の影響を図るため2020年4月に追加調査を実施した

ミレニアル世代：1983年1月～1994年12月生まれ
Z世代：1995年1月～2003年12月生まれ
※本調査の数値は小数点第1位を四捨五入しているため、合計値が100％にならないことがあります。

第一次調査：2019年11月～2020年1月
世界の見方や働き方などの価値観を調査

追加調査：2020年4～5月
COVID-19感染拡大後の変化を調査

世界 43国

ミレニアル世代 13,700名
Z世代 4,700名

合計 18,400名

日本

ミレニアル世代 500名
Z世代 300名

合計 800名

世界 13国

ミレニアル世代 5,500名
Z世代 3,600名

合計 9,100名

日本

ミレニアル世代 500名
Z世代 300名

合計 800名

＋

＋

＋

＋
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2. ミレニアル世代・Z世代とは？

6

 ミレニアル世代・Z世代とは
 日本における昨年度調査の振り返り
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ミレニアル世代・Z世代とは？

ミレニアル世代・Z世代は人生の大半を不景気の中で過ごし、激変する
社会の中で育ったため、上の世代とは異なる価値観を持つ傾向にある

日本のGDP成長率*の遷移と主なできごと

* 2015年度より算出基準が変更となっている
出所：内閣府および各種報道資料よりDTG作成
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1989 1995 2000 20202005 2010 2015

名目 実質

バブル崩壊へ

阪神淡路大震災
地下鉄サリン事件

金融機関破綻
（山一証券など）

米国同時多発テロ

リーマンショック
iPhone日本発売開始

東日本大震災

アベノミクス開始

• 経済格差の拡大
• デジタルテクノロジーの進展
• 社会保障に対する不安の増大（%）

ミレニアル世代* 10代 20代
Z世代* 10代

*図表は、ミレニアル世代は1988年生まれ、
Z世代は1998年生まれとして作成

令和スタート

30代
20代



© 2020. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.8

日本における昨年度調査の振り返り*

昨年度調査では、日本のミレニアル世代は、ワークライフバランスを含
む、総合的な幸福感を求めてキャリア上の選択を行う傾向がみられた

日本のミレニアルは経験価値よりも経済的な豊かさを重視している

人生の目標として、世界のミレニアル世代が「世界を旅する」（57%）、
「社会に好影響をもたらす」（46%）を重視する一方、日本では「高収入を
得る」（59%）に回答が集中している

価値観

総合的な幸福感を求め、早期に離職を意向する傾向が高い

日本のミレニアル世代の2年以内の離職意向は49%に上る

離職理由は、報酬への不満（43%）がTOPだが、昇進・学習機会（それ
ぞれ18%、14%）よりも、ワークライフバランス（22%）との回答が多い

職業観

第四次産業革命に対する危機意識が低く、準備が出来ていない

日本のミレニアル世代の「就職・転職の難易度が高くなる」との回答
（30%）はグローバルよりも15pt低い

必要なスキルはすべてあるとの回答（7%）はグローバルより15pt低い

第四次産業革命

* 昨年度は主にミレニアル世代を対象とした分析を主に行った
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3. 今年度調査にみるミレニアル世代・Z世代の特徴

9

 働く上でのモチベーション
 第四次産業革命に対する認識
 第四次産業革命に必要なスキル・知識の保有状況
 離職意向
 雇用の安定に関する意識
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働く上でのモチベーション

日本のミレニアル世代の仕事の動機付け要因はさまざまだが、グロー
バルでは、仕事やキャリア形成がより重視される傾向にある

Q49. 次の各項目は、現在の仕事について気に入っているところですか？ *フルタイム、パートタイム、派遣社員として就業中の回答者対象

日本（ミレニアル世代）上位10項目 グローバル（ミレニアル世代）上位10項目

48%

出張の機会

ワークライフバランス

同僚

仕事の内容

報酬

直属の上司

40%

48%

職場環境

チームワークやコラボレーション

自身の仕事への認知・賞賛

47%

47%

46%

44%

43%

42%

38%

仕事の内容

同僚

56%

自身の仕事への認知・賞賛

職場環境 66%

チームワークやコラボレーション

直属の上司

ワークライフバランス

トレーニング・キャリア開発機会

報酬

72%

70%

66%

65%

62%

60%

60%

58%

自分らしく働ける職場風土・インク
ルーシブネス

自分らしく働ける職場風土・インク
ルーシブネス

■仕事そのものに関する項目 ■個人の働き方に関する項目 ■チーム・コラボレーションに関する項目
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第四次産業革命に対する認識

日本のミレニアル世代・Z世代は、第四次産業革命と自身の仕事との
関連性に対する理解度が低く、自分事としての認識が低い

Q40. 第四次産業革命は、あなたの現在の仕事にどのような影響を与えると思いますか？ *フルタイム、パートタイム、派遣社員として就業中の回答者対象

ミレニアル世代

Z世代

18%

17%

21%

37%

35%

28%

26%

18%

日本

グローバル

24%

22%

16%

41%

27%

20%

32%

17%

日本

グローバル

わからない自分の仕事がなくなる 影響はない自分の仕事を増強する

自分の仕事がなくなる 自分の仕事を増強する 影響はない わからない

影響はない・
わからない計

61%

46%

59%

37%

-15pt

-22pt
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第四次産業革命に必要なスキル・知識の保有状況

日本のミレニアル世代・Z世代は共に、グローバルの同世代よりも第四
次産業革命へのレディネスが低く、特にZ世代の状況は深刻である

Q41. あなたは、第四次産業革命が今までにも増して仕事環境を変えていく中で、自分には必要なスキルや知識が備わっていると思いますか？
*フルタイム、パートタイム、派遣社員として就業中の回答者対象

ミレニアル世代

Z世代

6%

24%

34%

45%

37%

13%

24%

17%グローバル

日本

8%

20%

17%

45%

43%

17%

31%

18%

日本

グローバル

すべてある 一部ある ほとんどない わからない

ほとんどないすべてある 一部ある わからない

ほとんどない・
わからない計

61%

30%

74%

35%

-31pt

-39pt
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2年内離職意向

昨年まで増加傾向にあったミレニアル世代・Z世代の離職意向は、本年
度は低下に転じている

Q8.選べるとしたら、離職して新たな組織に入る、または何か別のことをするまで、現在の雇用主にどの程度とどまりたいですか？
*フルタイム、パートタイム、派遣社員として就業中の回答者対象

日本

49%

2020

2019

23%

-26pt

グローバル

ミレニアル世代

Z世代

2019

2020 29%

64%

-35pt

2020

2019

31%

49%

-18pt

2019

2020

61%

50%

-11pt
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雇用の安定に関する意識

日本のZ世代は、半数が学生であることを踏まえても、相対的に雇用へ
の不安が大きい

ミレニアル世代

56%33%

11%

安定している安定していない

わからない

Z世代

日本 グローバル

44%

35%

21%
わからない

安定している

安定していない

76%

19%

安定している

わからない

安定していない 5%

69%

25%

安定している

安定していない

7%
わからない

Q38. 現在の職場では、どの程度の安定感を感じていますか? *フルタイム、パートタイム、派遣社員として就業中の回答者対象
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4. COVID-19感染拡大の影響

15

 価値観、世界の見方に対する影響
• 経済見通し
• 懸念する社会課題
• ストレスレベル
• ストレスの要因
• 社会に対する意識

 雇用・働き方に対する影響
• COVID-19に対する企業のアクションの捉え方
• 雇用・働き方の状況
• リモートワーク実施状況
• リモートワークの捉え方
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経済見通し

日本のミレニアル世代・Z世代の経済見通しは、COVID-19の感染拡大
を受け、「悪化する」との見方が増加している

42%

COVID-19感染拡大前（第一次調査）
「悪化する」との見解

COVID-19感染拡大後（追加調査）
「悪化する」との見解

38%

63%

60%

+21pt

+22pt

グローバル
53%：+20pt

グローバル
48%:+15pt

Q2.すべての状況を考慮して、今後12カ月の間にあなたの国の経済状況は改善、悪化、もしくは変化なしのどれを予測しますか？

ミレニアル世代

Z世代

日本

日本

グローバル
33%

グローバル
33%

日本

日本
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（参考）COVID-19ショックからの回復シナリオ（デロイトUS予測）

日本のミレニアル・Z世代の経済見通しは悲観的だが、専門家による
と、日本のGDP成長率は0~-6%だと予測される

GDP成長率（下段は回復時期）

Scenarios

GLOBAL （FY21見通し）
国別（FY20見通し）

米国 EU 中国 日本

Mild 0.0%
2021年上期

△5.0%
2021年上期

△5.0%
2021年上期

3.0%
2020年下期

0.0%
2020年下期

Harsh △3.0%
2021年下期

△8.0%
2021年下期

△8.0%
2021年下期

1.0%
2021年下期

△3.0%
2021年下期

Severe △6.0%
2022年以降

△10.0%
2022年以降

△10.0%
2022年以降

△3.0%
2021年以降

△6.0%
2022年以降

:マイナス成長:プラス成長 :成長なし【凡例】

出所：Deloitte US発表の「Recovering from COVID-19 Economic cases for resilient leaders 18-24 month 6 April 2020」より抜粋
各種シナリオは、2020年4月6日時点の想定
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懸念する社会課題（COVID-19感染拡大後・追加調査）上位3項目

グローバルのミレニアル世代・Z世代は、COVID-19感染拡大後も環境
問題に注目するが、日本の同世代の関心は経済・医療面に集中する

25%

29%

経済格差 31%

医療・疾病予防

経済成長

経済成長

28%医療・疾病予防

経済格差 23%

27%

失業

医療・疾病予防

気候変動・環境保護

30%

29%

27%

28%気候変動・環境保護

医療・疾病予防

失業 23%

22%

Q1.世界が直面している課題について考えたとき、次の項目の中で個人的に最も関心があるものを3つまで選択してください

日本 グローバル

ミレニアル世代

Z世代
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48%

42%

19

ストレスレベル

COVID-19感染拡大を通し、日本のミレニアル世代・Z世代の総合的な
ストレスは軽減され、メンタル面での健康は改善している

いつも・ほとんど

55%

いつも・ほとんど

-7pt

-4pt

グローバル
42%:-8pt

グローバル
44%:-8pt

46%

ミレニアル世代

Z世代

日本

日本

Q10.不安やストレスを感じる頻度はどのくらいですか?

COVID-19感染拡大前
（第一次調査）

COVID-19感染拡大後
（追加調査）

グローバル
50%

グローバル
52%
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ストレスの原因

総合的なストレスレベルは軽減されたものの、長期的なキャリアや家計
について、以前よりもストレスを感じるようになっている

ミレニアル世代

Z世代

COVID-19感染拡大前
（第一次調査）

COVID-19感染拡大後
（追加調査）

Q11.  以下の各項目は、どの程度不安やストレスの原因となっていますか？

日本

日本

35%

自分らしくいられないこと

身体的/医学的健康

直近の家計 32%

31%

長期的な家計

仕事とキャリアの展望

26%直近の家計

30%

32%

31%

仕事とキャリアの展望

自分らしくいられないこと

28%

身体的/医学的健康 24%

26%

仕事とキャリアの展望

21%

長期的な家計

26%

直近の家計
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社会に対する意識

COVID-19感染拡大は社会の見方を変えるきっかけとなり、日本のミレ
ニアル世代・Z世代の公共意識も向上したが、行動化には至っていない

68%
56%

44%

63%

40%

44%

52%

51%

ミレニアル世代 Z世代

74%

71%

76%
74%

75%
73%

73%

68%

ミレニアル世代 Z世代

責任意識の
芽生え

行動化

世界中の人に対して、思いやりを
持つようになった

自身のコミュニティに属する人に
対して、思いやりを持つように
なった

自粛が解除されれば、自身のコ
ミュニティにポジティブな影響をも
たらすために積極的な行動を取
るつもりだ

自身のコミュニティにポジティブ
な影響をもたらそうと即座に行動
を取った

Q12.次の記述にどの程度同意しますか、同意しませんか？

日本 グローバル
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4. COVID-19感染拡大の影響
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 価値観、世界の見方に対する影響
• 経済見通し
• 懸念する社会課題
• ストレスレベル
• ストレスの要因
• 社会に対する意識

 雇用・働き方に対する影響
• COVID-19に対する企業のアクションの捉え方
• 雇用・働き方の状況
• リモートワーク実施状況
• リモートワークの捉え方
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COVID-19に対する企業のアクションの捉え方

COVID-19の感染拡大を通し、日本のミレニアル世代・Z世代の半数は、
現在の勤務先で長期にわたって働きたいとの意向を強めている

55%
46%

ミレニアル世代

Q16.現在の雇用主のCOVID-19対応について具体的に考えると、次の記述にどの程度同意しますか、または同意しませんか？
*フルタイム、パートタイム、派遣社員として就業中の回答者対象

Z世代

雇用主の対応によって、長期的にこの会社にとどまりたいと考えるようになった

日本 グローバル

62% 60%

ミレニアル世代 Z世代

33%

【参考】5年以上勤続意向（第一次調査）

35% 35% 21%
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COVID-19に対する企業のアクションの捉え方*

COVID-19に対する企業のリアクションについて、グローバルには劣る
が、日本のミレニアル世代・Z世代の半数はポジティブに捉えている

*グローバルとの差異が+11pt以上の項目を抽出
**柔軟な勤務時間、病欠など
***フルタイム、パートタイム、派遣社員として就業中の回答者対象
Q16.  現在の雇用主のCOVID-19対応について具体的に考えると、次の記述にどの程度同意しますか、または同意しませんか？

個々の従業員
への対応

ITインフラの
整備

緊急対応の
スピード

人事制度の
弾力性

経営層からの
情報発信

メンタル面での
サポート

私や同僚を支えるために雇用主が取った
行動に満足している

雇用主が導入したITツールにより、連絡
を取り業務を継続することができている

雇用主がパンデミックに対応したスピード
に満足している

雇用主はパンデミック中に社員を支援す
るための ポリシー**を備えている

雇用主は定期的にコミュニケーションを
取り、明確で有益な情報共有を行った

雇用主はパンデミックの間、私の心の健
康を支えるための行動を取ってきた

46%

43%

44%

41%

48%

44%

51%

ミレニアル世代 Z世代

63%

65%

67%

67%

67%

67%

66%
66%

64%

67%

58%
60%

ミレニアル世代 Z世代

日本 グローバル

52%

54%

52%

48%

53%
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変化なし

25

雇用・働き方の状況

勤務時間の削減や収入の低下といった影響を受けているが、調査時点
では、失業はグローバルと比較すると少ない

Q.19.現在のCOVID-19のパンデミックの結果、雇用／収入の状況が変化したのであれば、どのように変化しましたか？当てはまるもの全てを選択してください

11%

36%

3%

35%
3%
4%

4%
4%

28%
27%

8%

14%
17%

3%

22%

10%

2%

16%

日本 グローバル

ミレニアル世代 Z世代

私の雇用／収入の状況は影響を受けていない

勤務時間が増えており、給与も増えている

勤務時間が増えているが、給与は増えていない

自ら選択したわけではなく勤務時間が減少した

個人的事情により、選んで勤務時間が減少した

収入／賞与が減った、または減る可能性が高い

一時的に無給休暇となっている

仕事／主な収入源を失った

最近受けた就職の内定／昇進が保留になった、
または取り消された

4%

34%
38%

5%

4%

8%

17%
21%

6%

7%
7%

15%

5%

11%
13%
16%

10%
14%

ミレニアル世代 Z世代

勤務時間
増加

勤務時間
減少

減収

雇用調整
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リモートワーク実施状況

COVID-19感染拡大を受け、日本のミレニアル世代・Z世代の間でもリ
モートワークが増加したものの、依然、グローバルと比較すると少ない

COVID-19感染拡大前 COVID-19感染拡大後

Q20. COVID-19流行拡大前後で、あなたはどのくらいの頻度で、自宅や職場から離れた別の場所 （リモート環境） で働いていましたか?（追加調査）
*フルタイム、パートタイム、派遣社員として就業中の回答者対象

ミレニアル世代

Z世代

23%

32%

23%

23%

53%

45%

日本

グローバル

いつも・ほとんど たまに まったくしない

28%

37%

17%

20%

55%

44%

日本

グローバル

いつも・ほとんど たまに まったくしない

31%

53%

23% 47%

32%15%

33%

49% 17%

52%

34%

16%
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リモートワークの捉え方

日本のミレニアル世代・Z世代は、リモートワークの利点を認識しつつも、
働きにくさも感じ、主体的にニューノーマルを先導する意識は低い

49%

43%

55%

35%

48%
41%

38%

49%
49%

45%

37%

36%
40%

37%
35%
37%

PQ21.雇用主の拠点／オフィスでの勤務と比較して、在宅勤務／リモートワークに関する次の記述にどの程度同意しますか、同意しませんか？
* フルタイム、パートタイム、派遣社員として就業中の回答者対象

今後もリモートワークを選択できるとストレスが軽
減される

リモートワークでより良いワークライフ・バランスを
保つことができる

リモートワークでは「本当の自分」を発揮できる

出張するよりはビデオ会議を実施したい

もっと頻繁にリモートで働く選択肢がほしい

今後もリモートで働く機会があれば、大都市以外
に住みたい

雇用主はリモート環境での私の生産性を信頼し、
リモート監視を行う必要性を感じていない

雇用主は、より効率的に働けるように、トレーニン
グ、教育、スキル開発を提供している

日本 グローバル

ミレニアル世代 Z世代

57%

60%

67%

69%

61%

51%

64%

63%

53%

51%

64%

56%
56%

59%
55%

49%

メリット

要望

評価

Z世代ミレニアル世代
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5. まとめ
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調査結果サマリ（日本の特徴）

経済や雇用に対して悲観的であり、企業への勤続意向を高めている。
広義の意味でのデジタル化やニューノーマルをリードする意欲は低い

仕事の動機付け要因として、「仕事の内
容」の比重がグローバルと比較すると低
い傾向にある

第四次産業革命に対する認識が低く、知
識・スキルレベルも習得できていない傾
向が強い

短期的な離職意向は低下している。また、
雇用が安定しているとの認識が、特にZ
世代で低い

COVID-19感染拡大後、経済に対しては
悲観的な見方を強め、関心は経済・医療
面に集中している

ストレスレベルは軽減されたが、長期的
なキャリアや家計については、以前より
もストレスを感じている

COVID-19に対する企業のレスポンスを
概ねポジティブに評価し、現在の勤務先
で長期的に働く意向を強めている

雇用・働き方の面で、勤務時間の削減や
収入の低下といった影響があるが、失業
はグローバルと比較すると少ない

リモートワークの利点は認識しているが、
同時に働きにくさも感じており、主体的に
ニューノーマルを先導する意識は低い

今年度調査にみる特徴

COVID-19感染拡大の影響

他者やコミュニティに対する思いやり・責
任感は強くなっているが、行動化は進ん
でいない
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